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住宅ストック産業の動きに向けて活動活発化 
 
新築住宅着工件数は今後、2020 年より減少傾向の予測が出ており、住宅産業界の事業者は
各位対策に動いている状態の中、不動産団体から出ている情報では、2016 年情報で既存住
宅の不動産売買は全国で約５７万件という数値になってきていることが発表されました。 
国土交通省情報での既存住宅流通量では、基本が住調ベース、不動産団体では登記のない
物件も含まれた件数が発表されました。いわゆるセカンドハウスや法人が売買した物件等
を含めた件数であり、今後のストック産業としては見逃せない不動産やり取りが含まれて
います。 
 建物は、ただ住むという機能だけではなく、どう使うか、どう利用するかという資産活
用が住宅産業界においてもとても重要なフェーズに入ってきたことがうかがえます。 
 
【「全国版空き家・空き地バンク」を高機能化し、４月から本格運用を開始！】 
昨年１０月から試行運用していた「全国版空き家・空き地バンク」 
更なる高機能化を図り、本年４月から本格運用が開始 
国土交通省ホームページ 
http://www.mlit.go.jp/report/press/totikensangyo16_hh_000167.html 
 
空き家・空き地バンクでは新たな検索軸の構築（農地付き空き家・店舗付き空き家） 
 農産漁村地域への移住や空き家等を活用して店舗を経営したいというユーザーのニーズ
に応えるため、『農地付き空き家』、『店舗付き空き家』に関する新たな検索軸が含まれまし
た。空き家も立地や建物の状況だけで考える時代ではありません。 
その物件がどう利用できるのか、何に利用することが可能なのか、といった使い方の面で
考えられていかなければなりません。 
消費者も、法人も、いい物件・資産として使うことができる物件をどのように探してい

くかがポイント。空き家・空き地バンクにも登録されていない良物件はいったいどのよう
に探したらいいのか。またどこに相談しに行けばいいのか、単純に不動産会社に行くだけ
では利用方法や活用方法までは話してくれません。 
家づくりにおいてプロだからこそ、様々な提案が出来る時代です。今まさに不動産事業

と住宅事業は垣根を越えて連携していくことが求められています。 
住宅産業ビジネスは新次元に入ってきました。 
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